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平成 28 年度健全化判断比率及び資金不足比率 

  

 

 今治市の平成 28年度決算に係る健全化判断比率は次のようになっています。どの比率も

早期健全化基準を超えるものはありません。 

(単位：％) 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

―  

(11.30) 

―  

(16.30) 

12.6 

(25.0) 

 17.4 

(350.0) 

―  ―  12.8 24.2 

（   ）内は早期健全化基準 ※下段は平成27年度の比率 

 

 

 

１ 実質赤字比率 

 実質赤字比率の算定となる会計及びそれぞれの決算状況は次表のとおりです。実質赤字

は生じていないため、実質赤字比率は「―」（実質赤字なし）となります。 

 

一般会計等に係る実質収支額                       (単位：千円) 

会  計  名 
歳入総額 

(Ａ) 

歳出総額 

(Ｂ) 

翌年度へ繰越

すべき財源

(Ｃ) 

実質収支額 

(Ａ)－(Ｂ)－

(Ｃ) 

一般会計 82,415,659 77,054,389 453,082 4,908,188

用地取得特別会計 0 700,235 0 △700,235

墓園事業特別会計 48,200 77,862 0 △29,662

一般会計等合計(Ａ) 82,463,859 77,832,486 453,082 4,178,291

標準財政規模(Ｂ)  47,015,260

 (Ａ)/(Ｂ)  (％)  8.88

実質赤字比率(％)  ―

※ 歳入及び歳出はそれぞれの会計の重複額を控除した純計による。また、支払繰延額及び事業繰越額はそれぞ

れの会計で皆無であるため、記載を省略している。 
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２ 連結実質赤字比率 

 連結実質赤字比率の算定となる会計及びそれぞれの決算状況は次表のとおりです。全会

計合計で連結実質赤字は生じていないため、連結実質赤字比率は「―」（連結実質赤字なし）

となります。 

 

全会計に係る実質収支額                         (単位：千円) 

会  計  名 
歳入総額 

(Ａ) 

歳出総額 

(Ｂ) 

翌年度へ繰越

すべき財源

(Ｃ) 

実質収支額 

(Ａ)－(Ｂ)－

(Ｃ) 

一般会計等 82,463,859 77,832,486 453,082 4,178,291

水道事業会計 3,028,332 873,495 ― 2,154,837

工業用水道事業会計 128,911 3,829 ― 125,082

公共下水道事業会計 767,014 237,840 ― 529,174

船舶交通特別会計 238,778 238,778 0 0

簡易水道事業特別会計 1,068,174 1,068,145 0 29

港湾事業特別会計 339,355 339,288 0 67

鉱泉供給事業特別会計 19,317 14,915 0 4,402

小規模下水道特別会計 1,056,819 1,048,172 8,014 633

駐車場特別会計 12,225 10,236 0 1,989

国民健康保険特別会計 23,814,612 23,110,946 0 703,666

後期高齢者医療特別会計 2,127,390 2,075,504 0 51,886

介護保険特別会計 17,220,033 16,753,492 0 466,541

介護予防支援事業特別会計 45,573 14,595 0 30,978

全会計等合計(Ａ)  8,247,575

標準財政規模(Ｂ)  47,015,260

(Ａ)/(Ｂ)  (％)  17.54

連結実質赤字比率(％)  ―

※ 法適用の水道事業会計、工業用水道事業会計及び公共下水道事業会計の歳入総額は、流動資産から控除財源

を控除し、貸倒引当金を加えた額を、歳出総額は、流動負債から企業債及び引当金等を控除した額である。
また、支払繰延額及び事業繰越額はそれぞれの会計で皆無であるため、記載を省略している。 
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３ 実質公債費比率 

 実質公債費比率の状況は、次表のとおりです。 

 平成 26 年度、27 年度、28 年度の３か年平均で、12.6％となり、早期健全化基準 25.0％

の基準内となっています。 

 

実質公債費比率の状況                          (単位：千円) 

 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 ３か年平均

公債費充当一般財源充当額（Ａ） 10,657,319 11,288,761 11,451,681 

準

元

利

償

還

金 

満期一括償還地方債の 1 年当た

りの元金償還金に相当するもの
0 0 0  

公営企業に要する経費の財源と

する地方債の償還の財源に充て

たと認められる繰入金 

2,834,667 2,970,071 2,653,796 

 

組合等への負担金・補助金のう

ち、組合等が起こした地方債の

償還の財源に充てたと認められ

るもの 

0 0 0 

 

公債費に準ずる債務負担行為に

係るもの 
70,587 69,068 66,312 

 

一時借入金の利子 0 0 0  

小    計（Ｂ） 2,905,254 3,039,139 2,720,108  

基準財政需要額算入額（Ｃ） 8,796,929 9,140,624 9,495,443 

標準財政規模（Ｄ） 48,028,094 47,687,797 47,015,260 

実質公債費比率（％） 

（（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ））/（（Ｄ）－（Ｃ））
12.1 13.5 12.5 12.6

※分子となる（Ａ）及び（Ｂ）の額は、特定財源を控除した後の額を記載している。 
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４ 将来負担比率 

 将来負担比率の状況は、次表のとおりです。 

 比率は、17.4％となっており、早期健全化基準 350.0％の基準内となっています。 

 

将来負担比率の状況                         （単位：千円、％） 

将来負担額 充当可能財源等 （Ａ）－（Ｂ）

（Ｃ）－（Ｄ）項  目 金 額 構成比 項  目 金 額 

地方債の現在高 85,709,092 69.3 充当可能基金 26,998,059 

債務負担行為に基づく支

出予定額 
1,148,563 0.9 充当可能特定収入 2,630,344 

公営企業債等繰入見込額 26,166,056 21.2
基準財政需要額算

入見込額 
87,521,944 

組合等負担等見込額 0 0.0   

退職手当負担見込額 10,674,854 8.6   

設立法人等の負担見込額 60 0.0   

連結実質赤字額 0 0.0   

組合等連結実質赤字額負

担見込額 
0 0.0   

合 計（Ａ） 123,698,625 100.0 合 計（Ｂ） 117,150,347 
（ア） 

6,548,278

標準財政規模（Ｃ） 47,015,260

基準財政需要額算

入公 債費等の額

（Ｄ） 

9,495,443 

（イ） 

37,519,817

将来負担比率（％） （ア）/（イ） 17.4
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５ 資金不足比率 

 公営企業の平成 28 年度決算に係る経営健全化比率は次のようになっています。全公営企

業において資金不足は生じていないため、それぞれの会計の資金不足比率は「―」（資金不

足なし）となっています。 

 

各公営企業の会計別資金不足比率               (単位：千円、％) 

特別会計の名称 

実質収支額・ 

資金剰余（不足）

額 （Ａ） 

事業の規模（Ｂ） 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 2,154,837 2,909,315 ― 

20.0 

工業用水道事業会計 125,082 22,321 ― 

公共下水道事業会計 529,174 2,654,060 ― 

船舶交通特別会計 0 96,167 ― 

簡易水道事業特別会計 29 68,830 ― 

港湾事業特別会計 67 169,229  

鉱泉供給事業特別会計 4,402 15,114 ― 

小規模下水道特別会計 633 279,105 ― 

 

 

６ 各比率の推移 

 

 

 

 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

実質赤字比率 ― ― ― ― ― 

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ― 

実質公債費比率 14.2 13.9 13.0 12.8 12.6

将来負担比率 63.7 47.1 40.2 24.2 17.4
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健全化判断比率等の概要について 

 

 

（１） 実質赤字比率 

（算式） 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

  

・ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち公営事業会計以外 

のものにおける実質赤字の額 

・ 実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

  

 実質赤字比率とは、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模（臨時財政対策債

発行可能額を含む）に対する比率のことです。実質赤字とは、歳入不足のため、翌年度歳

入を繰り上げて充用した額（＝繰上充用額）のほか、実質上の歳入不足のため、支払いを

翌年度に繰り延べた額（＝支払繰延額）と事業を繰り越した額（＝事業繰越額）の合計額

のことです。 

  

  

 

 

（２） 連結実質赤字比率 

（算式） 

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額 

標準財政規模 

  

・ 連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超

える額 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外 

  の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足

額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計

の実質黒字の合計額 

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余

額の合計額 
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 連結実質赤字比率とは、当該地方公共団体の一般会計等の会計のみならず、公営事業に

係る特別会計を含めた、当該団体の全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する

比率のことです。なお、公営企業の場合の実質赤字額は、資金不足額で表されます。  

「資金不足額」 

    法適用企業の場合 

     (流動負債－流動資産)－解消可能資金不足額 

    法非適用企業の場合 

     (実質赤字額＋支払繰延・事業繰越)－解消可能資金不足額 

 

 

 

 

（３） 実質公債費比率 

（算式） 

実質公債費比率

（３か年平均）
＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

  （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 

・ 準元利償還金：イからホまでの合計額 

イ 満期一括償還地方債について、償還期限を 30 年とする元金均等年賦

償還とした場合における１年当たりの元金償還金相当額 

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企

業債の償還の財源に充てたと認められるもの 

ハ 組合、地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等

が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの 

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模

に対する比率のことです。 
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（４） 将来負担比率 

（算式） 

将来負担比率 ＝

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

            地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 

・ 将来負担額：イからチまでの合計額 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第 5条各号の経費に係

るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等から

の繰入見込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体か

らの負担等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会

計等の負担見込額 

へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務

を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営

状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

・ 充当可能基金額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治 

    法第 241 条の基金 

 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

率であり、ストックの指標と呼ばれています。 
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（５）資金不足比率 

（算式） 

資金不足比率 ＝
資金の不足額 

事業の規模 

 

・ 資金の不足額：資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費以 

         外の経費に財源に充てるために起こした地方債の現在高

－流動資産）－解消可能資金不足額 

       資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延 

         額・事業繰越額＋建設改良費以外の経費に財源に充てるた

めに起こした地方債の現在高）－解消可能資金不足額 

・ 事業 の規 模：事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益 

         の額 

事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の

額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

 

 

 

 

 

 

 


